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■視察先及び目的 

 １ 広島県 尾道市 

  『移住定住対策の取組について』 

   昨今の新型コロナウイルス感染症の影響による社会の変容等により全国的にも地

方移住の関心が高まりを見せている。本市においても、定住人口の増加や関係人口

の増加を目的として、移住・定住対策の様々な取組を行っている。比較的人口規模

が同等である尾道市では、独自のシティプロモーション等の実施により、令和２年

度、令和３年度と続けて約７０世帯、約１００名の移住実績を挙げている。尾道市

を視察し、移住定住対策の取組内容や独自の施策、課題点等を調査し、今後の委員

会活動に活かすことを目的とする。 

    

 ２ 岡山県 総社市 

  『多文化共生事業について』 

   本市では、農業や製造業の分野における外国人技能実習生の増加や新たな在留資格

である特定技能の創設などによる影響から外国人市民の人口は近年増加傾向にあ

り、今や約３，０００名（令和４年１１月現在）が居住している。そうした背景か

ら本市では、多文化共生社会の推進を図る組織として国際課を設置し、様々な取組

を行っている。平成初期からブラジル人、ペルー人をはじめとする外国人市民の居

住を背景に、様々な多文化共生事業をこれまで行ってきた総社市を視察し、取組の

内容や課題点等を調査し、今後の委員会活動に活かすことを目的とする。 

 

 ３ 山口県 周南市 

  『公共施設老朽化問題への取組について』 

本市では高度経済成長期の人口増加に伴い整備してきた公共施設等について、今後

近い将来一斉に大規模改修や建替などの対応を迫られることが予想されている。そ

のため、八代市公共施設等総合管理計画や八代市公共施設個別施設計画を策定し、

取組を進めている。周南市においても同様の課題を持っており、周南市公共施設再

配置計画を策定し、４つのアクションプランにより取組を進めていることから、そ

の内容を視察し、取組の内容や課題点等を調査し、今後の委員会活動に活かすこと

を目的とする。 
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広 島 県 尾 道 市 

                                         

 

１ 視察日時  令和５年１月３１日（火） １３：３０～１５：３０ 

 

２ 調査事項  『移住定住対策の取組について』 

 

３ 事業内容（説明内容） 

※別添資料のとおり。 

 

４ 主な質疑応答 

Ｑ１  移住関連事業の推進で、４つの地区の御説明があった。地域の特徴を生かして移

住定住者の方々を呼び込む努力をされているということだったが、もう少し、具

体的に各地域が取り組もうとしたいきさつとして、自発的に地域からやりたいと

いうことだったのか、行政主導だったのか教えていただきたい。もう一点、地域

が取り組むということだったが、その取り組んでいる地域の団体・協議会といっ

たところに行政の支援というのは具体的にどのようなことか。 

Ａ１  ４地域の空き家バンクについて、旧尾道市内という地域は、平地が少なく、尾道

水道と尾道三山があり、住宅も三山の斜面に立っている。神社仏閣も多い街であ

り、お寺の持っていた土地に家を建てられている。しかしながら、時代の変化も

あって若い方には人気がないため、斜面地に立っている空き家が問題となった。

NPO 法人尾道空き家再生プロジェクトの代表が空き家の活用を活発化させよう

という流れを作った。空き家問題をなんとかしていこうということでプロジェク

トを立ち上げ、取組が始まった。現在、同プロジェクトと委託契約を結んでいる

ところ。普通の空き家バンクと大きく違うところがあり、普通の空き家バンクで

は、空き家の物件をホームページ載せて紹介するだろうが、再生プロジェクトで

は、必ず一回見に来てもらうために何度か連絡を取り合うようにしている。すぐ

に物件情報を提供せず、対話しながら伴奏型で寄り添って紹介する。尾道は戦争

災害を受けていないため、観光資源はあるが、都市化は進んでおらず下水道普及

率は３～５％程度。下水もくみ取りだったりするが、それでも住みたいと言う方

に住んでほしいため、伴奏型での紹介を行っているところ。そうした取組から尾

道市の空き家プロジェクトは全国的にも有名になった。尾道市としてお願いして

やっているわけではなく、地域の課題に対して、地域が自発的に取り組み、それ

を自治体が支援する構図となっている。尾道のコンセプトは、全体地域の物件紹

介ではなく、地域に寄り添った紹介の仕方を行わないと定住は生まれないと考え



- 3 - 

 

ている。尾道市としては、ありがたいことに民間の方の力で活動していただいて

いるというのが現状。 

 

Ｑ２  今の時代というのは、パソコン一つあればどこにいても仕事ができるとはいえ、

年間７０世帯がリモートで仕事しているのか。年代を見ると、３０代４０代が多

い働き盛りなのでどうなのかと。 

Ａ２  約７０世帯のうちほぼ半数程度が地元企業への就職を伴う移住となっている。４

分の１程度は、コロナ禍によるリモートワークの定着の影響もあり、東京などの

会社に勤めている方などもいる。元々フリーランスの方、漫画家、イラストレー

ターなどもおり、日々そういうのも増えてきている実感する。 

 

Ｑ３  尾道という名前は知らない人がいないくらい有名だと思う。シティプロモーショ

ンを行われているということで、ブランドイメージを作る上で庁内の横の連携は

どうなっているか。 

Ａ３  尾道市は、ありがたいことに様々なメディアに取り上げていただいている。瀬戸

内のへそという交通の拠点であるところも利点となっているのかなと思ってい

る。ブランドイメージとしては、市長が文化美術創造都市ということを掲げ、尾

道のよいところを財産として残していこうという取組がある。日本遺産を推し進

めていく街づくりの中で、海外からも注目されるようになってきた。マンネリ化

の懸念や若者へのアプローチ不足もあり、しまなみ街道サイクリングなどでプロ

モーションを行っているところ。景観を生かした街づくり、サイクリングが融合

していい流れになってきたと思う。海に面したところは強みになる。山暮らしが

したい、海暮らしがしたいというニーズが多様化しているところに対応できるも

のがあるのは強いと考えている。一朝一夕にブランドイメージを作るのは難しい

と思うので、長いスパンの中で市の方針を定めて進めていく必要があると考える。 

 

Ｑ４  街づくり、シティプロモーション、空き家の活用で移住者の方増えてきていると。

移住定住者が増えるということは、稼ぎがないといけない。住んでいだたくため、

長いスパンでいて頂くためには、働く場所がないといけない。移住されてきた人

への職の提供はどうなのか。 

Ａ４  移住者の職の希望もあるところ。再生プロジェクトの話をしたが、ＮＰＯの活動

だけではなかなか空き家対策を持続的に進めていくのは難しい。再生プロジェク

トの代表が行っている滞在型の宿泊所があり、移住者を一度従業員として雇用す

るといった取組もある。全ての方に生活がかかってくる部分があると思うので、

働き場の提供はそういったところを見定めながら進めている。 
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Ｑ５  職について一番関心があるのだが、リモートできる方は移住ができると思うが、

定職を辞めて移住することは難しい。自分の友達も地元に戻りたいのだが就職先

がないということで帰れない。半数が地元企業に就職とされていたが、どのよう

に就職したのか。 

Ａ５  尾道自体が大きな会社があるわけでなく、商人の町として栄えたため圧倒的に多

いのが卸小売業の中小企業を御紹介する機会が多い。ただ、尾道に住んでいる若

年層がそういったところに就職しているかと言えばそうではなく、東京や大阪な

どへ進学、進学先で就職するなどして、若年層の転出が本市でも問題になってい

る。移住に当たって雇用相談に寄り添えるかということが重要と捉えており、商

工などと横断的に連携して、対応しているところ。県の移住者支援事業で、東京

の会社に勤めたままやめることなく、テレワークで移住する人に補助金を出す事

業がある。個人であれば６０万円、世帯であれば１００万円。尾道市では４件で、

県内トップの実績だった。 

 

Ｑ６  空き家バンクの話で、ＮＰＯ法人に関してだが、特に市からの働きかけはなく民

間からキーパーソンが出てきたということか。 

Ａ６  行政主導ではなかなか広がりを見せなかったという課題があった。特に市が主導

的に制度を作ったというわけではなく、何とかしたい行政と活動を広げたい民間

の活動がうまく合致したのだろうと思う。やはり、プレイヤーの存在は大事であ

ると考えている。内部からの視点では気づきにくいが、外からの意見を持った人

が出てくるとよい。また、そうした人を生かせる人がいるとよい。尾道のプレイ

ヤーは、外からの人間が多い。移住してきた人が次のプレイヤーになっていると

いう面は大きいと思う。 

 

Ｑ７  先ほどの説明で、３０代の移住が多くは、子連れであるということだったが、若

い方がくるのは地域の活性化になる。子育て世代の医療に関しては、本市では高

校生までは無料としているが、尾道市では子供たちの医療費はどうなっているか。 

Ａ８  ワンコイン（５００円）で１８歳未満は医療を受けられるようになっている。 

 

 

Ｑ９  移住者の年齢を見ると、３０代４０代が多いわりに、１０歳代が少ないと感じた

のだが、何か理由があるのか。 

Ａ９  移住を検討するタイミングとして、小学校に上がる前の世帯が多い。小学校の途

中、中学校へ進学する時期には移住者のケースとして少ないことが起因している
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と思われる。基本的に４歳、５歳のお子さんを持つ世帯が移住されている印象。 

 

Ｑ１０ １点目は、移住定住の実績があるが、アンケートなどで何を魅力に感じていたか

調べていれば教えてほしい。２点目に、人を紹介することを移住定住の施策に繋

げたきっかけはなんだったのか。 

Ａ１０ 初めに尾道市に移住を検討される方のほぼ全てが観光で来られる人が多い。まず

観光で来て町を気に入っていただく、また、来られた際に人とつながる、そこか

ら、人のネットワークが広がっていく流れの中で、居住や仕事などのハードルを

クリアして移住に定着している。現地の人とつながることで安心感がある。 

    移住者に移住した理由を聞くと「人」との繋がりが大きな要因となっていたよう

で、人をメインにしたサイトを作ろうということになった。実際に相談会などで

もサイトを見てこられた方も多数いらっしゃった。 

 

視察の様子 
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岡 山 県 総 社 市 

                                         

 

１ 視察日時  令和５年２月１日（水） １４：００～１６：００ 

 

２ 調査事項  『多文化共生事業について』 

 

３ 事業内容（説明内容） 

※別添資料のとおり。 

 

４ 主な質疑応答 

Ｑ１  貴市では、三菱系の工場が雇用の受け皿になっていると聞いている。本市は農業

実習生が主だが、頻繁に失踪する事案がある。お互いの文化の違いがそうさせて

いるのだと思うが、そうした文化の違いを解消する場や組織を作ってほしいとい

う要望があった。現在、市国際課を窓口に国際協会を組織して、日本語教室やイ

ベントを開催するなどして活動をしているところ。貴市では、失踪事案はあるか。 

Ａ１  総社市ではそうした事案はあまり聞いたことはない。技能実習生の方は仕事で来

られているので、悩み事を相談できずにいると思われるため、本市では多文化共

生推進員が行政手続き以外の相談も乗っているところ。困ったらどこに言えばい

いのかということが発信できているから事案が少ないのだと考えている。 

 

Ｑ２  熊本市だったと思うが、外国人を市民として権利を与えようとしたところで、市

民の批判を浴びたという事案があった。外国から乗っ取られるのではないかとい

うことが起因して市民としての権利は考え直すといったところであったが、総社

市では市民として認めるといった考え方はお持ちだろうか。 

Ａ２  今年度予算がついたのだが、今年度転入してきた外国人の方向けに歓迎レセプシ

ョンをすることとしている。その時に、市民証を発行する。外国人だからといて

割引などのインセンティブはないが、困ったら相談してほしい先を紹介すること

を目的に配付している。インセンティブを与えないのは日本人市民への配慮では

あるが、外国人にも総社市に愛着を持ってほしいと思っているため、今後も取組

みを考えていきたい。 

 

Ｑ３  外国人コミュニティを作られたということだが、各地域に自治コミュニティがあ

ると思うが、その中にも外国人コミュニティというのがあるのか。 

Ａ３  最初にコミュニティを立ち上げたときはブラジル人だけだった。３つの地区にブ
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ラジル人の代表がいるコミュニティだった。その後、他の外国籍の方がそうした

コミュニティに入ってくるようになった。最近ではどの地域でもコミュニティに

入れるような形になっている。日本人の各コミュニティで何か外国人との問題が

あるときは、そのコミュニティの中に直接入って悩み事を聞き、一緒に解決方法

を考えていくこともある。 

 

Ｑ４  日本人を含めた地域コミュニティではなく、住まれている外国人とトラブルがあ

った時には、コミュニティの方から解決のアプローチをするということか。 

Ａ４  そのパターンもある。外国人コミュニティを立ち上げて１０年以上経っているの

で、長く日本に住まれている方には、町内会に入りたいという希望もあり、所属

している外国人もいる。 

 

Ｑ５  八代市では農業の技能実習生が多いため、アパートに住んでいる方が多い。その

中で、ごみの選別のやり方などは取り組まれている日本語教室で教えているのか。

トラブル事案はあるのか。 

Ａ５  トラブルはゼロではない。外国人に限った話ではないが、転入時にごみのルール

の多言語版を配付している。日本語教室でも、字を習うだけでなく、ごみの出し

方、交通ルール、防災などといった内容も学ぶ回もある。それでも、トラブルは

ゼロではないが、日本人市民でも同じようなトラブルがあるが、外国人市民への

対応は、環境課と人権・まちづくり課の各担当で対応することとしている。 

 

Ｑ６  外国人相談業務やコミュニティへの対応などにおいて、言葉の問題が一番の問題

と思うが、通訳としてポルトガル、スペイン語などはなかなか見つからないと思

う。通訳の採用形態・配置はどのようなものか。 

Ａ６  人権・まちづくり課の担当が英語、ポルトガル語、スペイン語の３か国語通訳で

き、市の職員として採用されている、中国語、ベトナム語の方については、会計

年度任用職員にお願いしている。それ以外の言葉の方もいらっしゃるが、広域連

携の方で自動の通訳アプリを入れたタブレットを導入しているので、それで対応

している。ただ、通訳アプリが１００％行政の言葉に対応しているわけではない

ため、なるべく人と人とで通訳をするよう心掛けている。対応できる言語でない

方が来られてもやさしい日本語で対応するようにしている。 

 

Ｑ７  時間外に職員の方が集まって外国語研修を行ったりはしているか。 

Ａ７  やさしい日本語については、職員向けに行っている。新規採用職員に関しては、

１年目に参加してもらうようにしている。 
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Ｑ８  総社ブラジリアンコミュニティを設立とあるが、設立の際は、自治体からの働き

かけがあったのか、自主的に立ち上げられたのか。南米系以外の方が集まったコ

ミュニティも作られたとあるがどのような経緯で設置されたのか教えていただ

きたい。 

Ａ８  総社ブラジリアンコミュニティ立ち上げの時は、リーマンショックの時で、正し

く情報が届かない、もっと日本人市民との距離を縮めたいという気持ちがあって、

コミュニティを立ち上げようということになった。お互い支えあって日本で生活

しようということが大きな目的となった。それから、ブラジリアンコミュニティ

と行政が関わるようになった。コミュニティも情報弱者であり、行政も外国人た

ちの情報に関しては情報弱者であることから、お互い協力できるのではという流

れが生まれ、連携するようになった。ブラジリアンコミュニティがうまくいって

いることから、中国人、フィリピン人の方はどうかという話になり、総社インタ

ーナショナルコミュニティという形に変わっていった。岡山県内では大きな外国

人コミュニティはないので、枠組みを広げた桃太郎インターナショナルコミュニ

ティを立ち上げ、県外からの関係人口も増えているといった状況。 

 

Ｑ９  取組を説明していただいて、充実している施策を展開されているという印象なの

だが、八代市は、ほとんど農業実習に来られている背景が多い。総社市では自動

車産業の担い手として活躍されていると思う。外国人の方々は、貴重な担い手で

あるという側面もあると思うが、産業界からの支援といったものもあるのだろう

か。市の独自のみの施策であろうか、教えていただきたい。 

Ａ９  一番大きな出来事としてリーマンショックの流れから大きなきっかけが生まれ

た。それにより、行政がリードしたとか、産業界がリードしたとか、どちらがリ

ードしたということではないが、関係者が一体になって全体を動かす流れになっ

ていったと思われる。そのリーマンショックをきっかけで、力を合わせて解決し

ていこうといった流れがあり、その後、技能実習生が増えていった中でも、その

流れをうまく引き継いできたのではないかと思う。 

 

Ｑ１０ リーマンショック後、ブラジルの方が減少し、ベトナムの方の人口が増えている

が、ブラジルなどの南米の方の人口が、リーマンショック後戻らないのは何か理

由があるのか。 

Ａ１０ イメージでは帰国したのかという質問をされるが、帰国というよりも島根や愛知、

静岡の方で仕事を見つけて転出されているケースが多い。 

 

Ｑ１１ 桃太郎インターナショナルは県の組織か。 
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Ａ１１ そのとおり。総社市に留まらず、他の町で外国人コミュニティがないため、自分

たちも参加したいという声も聞こえてくる。岡山県のいろんな地域から受け入れ

られるように桃太郎という言葉を名称に使用していて、留学生なども参加してい

る。 

 

Ｑ１２ 八代市でもくまモンポートというクルーズ船が入る港があり、外国人と日本人が

交流するイベントが行われた。総社市でのイベントは、どこが主体となっている

のか、また、内容はどのようにして決めているのか。 

Ａ１２ 内容に関しては、年１回の日本人と外国人の交流をすることとしているが、企画

の段階で、外国人にどんなイベントをしたいのか、どういったステージがしたい

のか、アンケートで意見を反映させるようにしている。ステージを見せて終わる

だけでなく、お互いに意見を言い合ってからつくるようにしている。 

 

Ｑ１３ 実行委員会を立ち上げて、外国人を交えてやっているのか。 

Ａ１３ そのとおり。各国のコミュニティの代表が意見をまとめた内容を発言するための

場を設けている。 

 

Ｑ１４ 例えば、同じベトナムでもコミュニティがいくつかあるということか。 

Ａ１４ コミュニティが別々にイベントをしませんかという意見もあったが、今の生活の

中で、日本人との大きな壁がある中で、また別の壁が立つことを考えるとあまり

よいことではないと考えられ、全体でやってこそ意味があり、かつ、日本人との

交流規模も大きくなるため、イベントが乱立しないようにしている。 

 

Ｑ１５ 外国人集住都市会議の説明の中で、外国人比率の高い自治体とは少し異なった視

点から小規模自治体としての問題点についても提言しているとあるが、具体的に

どのようなことか。 

Ａ１５ 外国人集住都市会議という１３自治体が集まった組織体がある。その会議体に参

加している都市の規模は大小さまざま参加しているが、各都市で抱えている問題

も様々あり、総社市では南米系の外国人だけでなく、東南アジアの外国人が増え

ており、その背景を踏まえて会議の場で提案・発言をしている。 

 

Ｑ１６ データをみるとベトナムが多いとあるが、ベトナム人は日本人と似ていて勤勉で

あるといったところからよく雇用されていると推察する。総社市では平成３０年

７月豪雨の被害を受けられているが、外国人が被災したときの避難方法などはど

のようにされているか。 
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Ａ１６ 外国人防災リーダーというのを養成しており、何かあったときには総社市と協力

して、その方が外国人の方々に向けて情報発信をする、外国人の心のケアを行っ

ていただくことを期待しているところ。平成３０年７月豪雨災害ではＳＮＳで発

信を行ったものの、１００％うまくいったわけではない。中には、詳しい被害の

状況が内容では読み取れず、家に帰れなくて職場にとどまっていたケースがあっ

た。市の多文化共生担当職員が、SNSなどで情報発信をしたり、直接現場に駆け

つけて声かけをしたりしたが、改善すべき課題も多いので、日本人への発信だけ

でなく、外国人が取り残されないような取組を行っていきたいと思う。 

 

Ｑ１７ やさしい日本語のやさしいは、どういったやさしいか。 

Ａ１７ イメージとしては、簡単なということ。津波と言われてもわからないので、大き

な波が来る、高いところに避難してほしいなどといった表現にすること。 

 

Ｑ１８ 副議長から人口が横ばいになったということをお聞きしたが、外国人市民の増加

によるものか、日本人市民の起因によるものか教えていただきたい。 

Ａ１８ 日本人は横ばいから微増、外国人は増加という形になったので総人口が増えてい

ったというところ。一番増えたのが令和３年４月で、日本人も増えていて、外国

人も増えていた時期だった。 

 

Ｑ１９ リーマンショックにより、外国人も生活保護を受ける人が出てきたのだろうと予

想するのだが、そのあたりはどうか。 

Ａ１９ 当時は、窓口では様々な相談があった。保険や失業保険など。特に住宅関係は、

南米の方々は派遣会社が管理しているところが多く、行政では手が伸ばせないと

ころもあった。失業保険も権利があるのに申請していない人も多く、また、生活

保護を申請する人も多く、一定の期間受けられていた。 

 

Ｑ２０ 相談の中で自立支援も行ったのか。また、実際に生活保護を離脱して自立された

方はいるのか。 

 

Ａ２０ 長い人で１年以上生活保護を受けていた方もいたが、ハローワークと市が連携し

てサポートしていたこともあり、簡単ではなかったが、比較的早く仕事を見つけ

て自立した人もいる。 

 

Ｑ２１ 福祉関係の外国人市民の就労はあるのか。 

Ａ２１ 本市ではあまり例がないが、近隣の自治体では福祉関係に従事する外国人もいる
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と聞いている。 

 

Ｑ２２ 今後おそらく福祉関係も増えてくると予想しているがどのように考えていらっ

しゃるか。 

Ａ２２ おっしゃるとおり増えるかもしれないと思う 

 

Ｑ２３ きめ細かい取組をなさっていて、御紹介いただいた事業を実施するにあたっては

他課との連携も必要と思われる。うまく連携できているなという印象だが、特別

な会議のような組織体があったのか。組織するにあっての経緯はどのようなもの

かお聞きしたい。 

Ａ２３ 特別に連携協議会などを作ったわけではない。例えば、税務課、市民課の各課で

通訳を準備するということではなく、各課で外国人の困りごとを受けた際には、

人権・まちづくり課に繋ぐ形で連携をしている。市役所の規模が小さいので連携

がしやすい部分が大きいと思われる。外部団体のＮＰＯや、大学などもあるが、

総社市の問題解決を一緒にやろうという思いもあって連携できているのだろう

と思う。 

 

視察の様子 
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山 口 県 周 南 市 

                                         

 

１ 視察日時  令和５年２月２日（木）  １３：００～１４：３０ 

 

２ 調査事項  『公共施設老朽化問題への取組について』 

 

３ 事業内容（説明内容） 

※別添資料のとおり。 

 

４ 主な質疑応答 

Ｑ１  課題に挙げられていた理解を得られるかという点で、案が出されてパブリックコ

メントの後、反対が出たと言うことだったが、議会の要望が出て作り直したとい

うことか、そこで、またパブリックコメントをしたのか。 

Ａ１  策定までの改めてのパブリックコメント実施というのは行っていない。議会の説

明においてもかなりの課題があっており、それに丁寧に説明させていただいた。

他の大きな計画においてもそうだが、再配置計画の改訂の際にパブリックコメン

トを行ったが、３件くらいの御意見ということで、関心がなくなったという以前

に、総論は賛成という点に繋がったのかなと思う。 

 

Ｑ２  漫画を活用されているが、公民館などで配付したりしたのか。高校への出前授業

などは行っていたのか。 

Ａ２  以前は、出前トークのような形で個別の要望に応じ、説明を行っていた。また、

過去にも市長や幹部職員で地域へ説明を行ったときにも使用している。 

 

Ｑ３  どのぐらい印刷したのか 

Ａ３  各世帯に配布できる数を印刷し、約６万世帯分を準備した。 

 

Ｑ４  公共施設マネジメント基金でモーターボート事業の繰入金をしているというこ

とだが、そうした資金の原資があるということか。 

Ａ４  最近、事業が好調で繰入金が入ってきている。基本的には子供に関する事業への

活用を前提に活用することとしており、今年度は３０億円で、一部を公共施設に

も活用している。 

 

Ｑ５  ３０億円のうち何％くらいあてているのか。 
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Ａ５  ５億円程度。地域振興基金や財政調整基金の積立にも使用できる。公共施設マネ

ジメント基金についても積立できる。優先順位は少ないが、特に額を決めている

わけでなく毎年の収入状況に応じて金額を決めている。決算の余剰金、土地の売

払い金、貸付金などの半分を基金に積み立てるなどルールを決めている。使う方

も非常に多く、解体待ちの建物が６０棟とかなり多くある。これは再配置の取組

が進んできたということでもあるが、解体の費用は緊急性が低く、後回しになる

ことが多い。基金を使用することで解体の方もスピードを上げていく狙いもある。

長寿命化の経費もかなりかかると想定しており、経費の平準化を測る目的でもあ

る。 

 

Ｑ６  基金の積立で、解体は有利な起債というのはないので、基金の積立てはとてもう

らやましいと思う。地域の学校の体育館を地区体育館に転用されているが、市の

予算でされているのかなと推察するがどのようにされているのか。協議会がやる

とかいろいろあると思うが。どこまでが転用という取扱いでされているのか。 

Ａ６  転用もまちまちあるが、再配置計画を策定した際には地域譲渡という手法・考え

方もあった。しかしながら、地域譲渡では譲渡先が法人化されてなければ登記で

きないといった問題もある。そうした経緯から市が主体となっている場合も多い。

無償貸し付けであれば、地元の方が管理するものもあり、貸付料を納めていただ

いていることもある。転用する際には、想定していなかったこともあり、例えば、

建築基準法の用途が異なる場合にも様々な課題が出たこともあった。 

 

Ｑ７  長寿命化計画について、やはり新設するよりは安いと思うが、その都度修理する

わけではなく、事前に一斉に修理をしたという例はあるか。 

Ａ７  これからの取組にはなるが、大規模修繕して長寿命化し効果が高い施設かどうか

を見極める必要がある。手を加えることで６０年８０年と使えるような建物につ

いてはある程度の段階で手を加えることとしている。令和５年度からにはなるが

ランドマーク的な施設の空調・照明の LED化などに手をつけていくことになる

と思う。 

 

Ｑ８  （広報のための）漫画があるが、周南市は有名な漫画家がいるのか。 

Ａ８  いるとは思うが、配付している漫画の作成はデザインの専門学校の学生が行って

いる。周南市立大学ではそういった学科もある。卒業生には週間少年ジャンプで

活躍しているとも聞いている。ただ、表立ってプッシュしているわけではない。 

 

Ｑ９  いろんな施設を集約し複合施設にする際には、所管課の押し付け合いがあると思
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われる。八代市では、文化施設や公民館、温泉施設などあるが、担当課が所管し

たがらない場合もある。周南市での連携はどのようなものか。 

Ａ９  複合化、統合した際に所管課が異なるといったケースもある。ただ、最終的には

どこかの課が主体となって運用するようお願いしている。ただ、課題が発生する

度に所管課同士の駆け引きがある。 

 

Ｑ１０ その調整をそちらが行うのか。 

Ａ１０  そのとおり。調整を行うことになる。いろんな所管があるとはいえ、市が行うこ

となので結果的にどこかが持つことになる。 

 

Ｑ１１ 八代市も市町村合併しているが、本市でも旧自治体で大きな公共施設を持ってい

る。同じようなホールがいくつもあり、市全体として考えればもったいないと思

っている。周南市も合併されていることから、そうした事例はあったか。 

Ａ１１ 周南市でもホールだけでなく、球場、プール、図書館も然りだと思っている。重

複する施設でも使われ方次第ではないかなと思う。例えば、ホールなんかは指定

の避難所などになっているのではないだろうか。八代市は災害の経験もあると思

われるから、そうした施設に避難できるからよいといった考え方にもなるかと思

う。施設が廃止になるケースであっても、住民との対話で必要性や用途を確認し

ており、合意形成ができていれば問題ないと考えている。廃止だからと言って活

動の場がなくなったかというとそうではない。各地域にある施設が、２０年後、

３０年度に利用者が居続けるかというと人口推計を見れば、ある地域では２０年

後には１００人以下になるところも推計として出ていて、そうした地域に施設が

必要かということを地域に投げかけることで理解を得られることもあろうかと

思う。 

 

Ｑ１２ 今後の更新費用の数字というのは、石油高騰や物価高騰の影響を受けるものと考

えるか。 

Ａ１２ 現在の状況で試算すればそのような結果にはなると思われる。建築資材、人件費

といったものが影響すると思うが、推計には入っていない。 

 

Ｑ１３ どこの先進地の取組を聞いても、ネックは議会だと聞く。自分の出身の地区の声

を聞けば、施設は必要だと言われる。平成２３年の早い段階でそうした取組をさ

れているなと思うが、その中でも大変だったと思う。そうした話を持っていくの

にどういった判断材料を持っていたか。 

Ａ１３ 当時の担当は、議会でも特別委員会も設置されており、議会全体への説明につい
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ては苦労されたと聞いている。ただ、きちんとしたデータに基づいて話を続けた

ことで少しずつ理解を得られたのではないかなと思う。再配置計画を策定するに

あたって、地域の拠点施設になるような支所・公民館については、機能を残して

いくと再配置計画に明記したことが理解を得られたポイントになったのかなと

思う。これは今でも続いているが廃止ありきでの話ではなく、その地域に必要な

施設は残さなくてはならないという考え方・姿勢を御理解いただけているものと

考えている。 

 

Ｑ１４ 施設マネジメント課というのは、再配置計画を公表した際に、市民から理解を得

られなかったため、立ち上がったのか。 

Ａ１４ 行財政改革推進室から組織再編した流れからきており、影響はしていない。 

 

Ｑ１５ 公共施設の再配置を進める中で、住民の方に参加していただいて計画作りを実施

されたと。受益を受けられる方だけの考えではなく、市民全体の受益を考えて進

められたと思うが、市民の方々からの意見を集約するに当たっては、どのように

進められたのか、方針決定をするにあたってどのようなスキームで進められたの

か教えていただきたい。 

Ａ１５ 事業規模にもよるが、パブリックコメント等を取ることになろうかと思う。再配

置のスキームについては、モデル事業で市民の意見を聞きながらゼロベースで組

み立てたこともあり、かなり時間を要した。その反省を踏まえ、市の方針にある

程度持ったうえで地元説明に入ることが、スピード化に繋がると考えている。地

域の拠点ということで、支所が１５支所あって老朽化している。地域に入って説

明をする際に、新しい地域拠点をつくるにあたりどういった機能が必要か、今あ

る施設をどういった形で統合できるかといった視点を持って臨んでいる。本年度

からの取組であるが、支所、市民センターと保育所が一体になる例もある。その

市民センター自体が老朽化しており、スピードアップしていかなくてはならない

状況。八代市が仮設で使用していたプレハブ施設があるが、そうしたプレハブ施

設も今では立派な建屋であり、手法の一つとして検討をしている。 
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視察の様子 

  

 






































































